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ESTの概念 

• EST（Environmentally 
Sustainable Transport）： 

 OECDが提案する新しい政策ビ
ジョンであり、長期的な視野で環
境面から持続可能な交通ビジョ
ンを踏まえて交通・環境政策を策
定・実施する取組み 

 
• ESTアプローチ： 
 まずESTビジョンと長期的シナリ

オを策定し、そこからバックキャ
スティング（将来から現在を振り
返る）によって実現可能な対策・
戦略を決定する方法 
– B.A.U（Business as usual） 

現状のまま推移の場合 

部門別二酸化炭素排出量と運輸部門排出量内訳（2002年度）  

バックキャスティングアプローチの概念図 



      
ESTのための施策体系 
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本研究会の目的 
2005年の京都議定書発効 

 
– 2008～2012年に温室効果ガス排出量を基準年（1990年）
比６％の削減必要 

– 交通部門でも，環境的に持続可能な交通（EST）の取組み
を進め，実効を伴う温室効果ガス排出削減の必要 

 
普及定着に向けた知見やモデル事業の蓄積は不充分 

 
各地方自治体がとりうるＥＳＴの事例検討・整理など,
（仮称）「ＥＳＴ国内普及のススメ（案）」の作成に向け, 
産官学の研究者により研究を進める． 
 



      
研究概要 

• 平成17年度 
– 国内外の事例収集 ５事例 
– ＥＳＴの事例検討・整理 

• 平成18年度 
– ＥＳＴモデル事業実施都市の先行レビュー ４事例 
– CO2削減効果の算定手法の開発とCO2削減のために
効果的な施策についての検討 

– 外部からの研究受託に連動した、検討の強化 
– 「ＥＳＴデータベース」の構築 
– 海外事例調査（スペイン・ブルゴス） 

• 平成19年度以降 
– 研究展開検討小委員会としての活動継続 
– 海外事例調査（イギリス・クルー，フランス・パリ） 
– （仮称）「ＥＳＴ国内普及のススメ（案）」の作成 



      
事例調査：都心部流入規制 

自動昇降式ボラードによる流入規制（ブルゴス） 
– 時間帯によるきめ細かな流入規制 
– ボラードによる規制の徹底 
– ICカードによる許可車両の通行 

 



      
事例調査：都心部流入規制 

• 都心部商店主，物流事業者向けのミーティングを何
度も開催しプロジェクトに対する理解を得ている． 

（出典：地球の歩き方「スペイン」2007～2008年版）  



      
事例調査：自転車共同利用 

ブルゴスでの自転車共同利用システム 
– 市内4箇所で2時間までの利用 
– 利用料金無料で入会時ICカード作成の3ユーロのみ 
– 自転車利用のきっかけ作りが目的，市による費用負担 



      
事例調査：自転車共同利用 

パリでの都市型レンタサイクル「Velib」 
– 10,000台750箇所という大規模，市内300m間隔 
– 広告会社との契約により30分以内の利用は無料 



      
事例調査：自転車共同利用 

横浜でのレンタサイクル「ハマチャリ」 
– 5箇所での貸し出し．放置自転車の有効利用 
– 1日1回500円 
– NPOによる運営 



      
事例調査：自転車共同利用 

特徴 
• ステーション間の片道利用が可能 
• 海外では，ICカードやRFIDタグを用いた利用者・車両
管理の自動化が進む 

 
課題 
• EST施策としての効果は未確定 

– パリでは10月に調査が予定されている 
– 自転車利用の習慣化など，より長期的な効果を待つべき？ 

 



      
事例調査：職場トラベルプラン 

イギリスでの職場トラベルプランをめぐる体制 

• トラベルプランの策定や評価に関する各種
ガイドラインの作成 

• 交通分野全般での数値目標の設定 
• 補助金（現状ではWTPにはほとんど交付されず） 

• 地域に応じたガイドラインの作成 
• LPT（Local Transport Plan）の策定
ならびに職場トラベルプランの位置付け 

• 個別アドバイス等の支援 
• 開発許可 

• 企業間（主に大企業）での情報交換
の場の企画 

中央政府（交通省） 

企業（ベントレーモータース本社） 

通勤交通協会 

NPO・コンサルタント 

• 委託・補助金 

地方自治体（チェシャー州議会政府） 

• アドバイス・協働 
• 人材派遣 

• トラベルプランの提出 
• 開発申請 

• 参加 
• 広告料 

• 出資 
• 参加 

• セミナーの開催 
• 情報交換ネット
ワークの整備・
仲介 

• 表彰 

• セミナー
参加費 

• 情報照会 



• 交通省や地方自治体等の支援のもとACT米国を参
考に1997年に設立 

• 行政や企業，コンサルタントが主な会員 
• 主な財源 

– 交通省の補助 
– 講習会参加費 
– コンサルタントからの広告料 

通勤交通協会の役割① 

      
事例調査：職場トラベルプラン 



• 主たる業務 
– ウェブやMLによる情報提供・情報提供者の紹介 
– 講習会の企画・実施（職場トラベルプランに関する研修や
トラベルプランコーディネータ育成のための専門コースな
ど） 

– ベスト・プラクティスの表彰 
• 現在ではサステイナブル・トラベル全般に活動対象
が拡がりつつある 

• 本年，カナダ・ニュージーランドでもACTが設立され
る予定．日本でのACTの設立を切望． 

通勤交通協会の役割② 

      
事例調査：職場トラベルプラン 



      

データベースの構築 
• ESTポータルサイトへ
上でのデータベースの
提供 
– ＥＳＴ普及推進委員会 
– http://www.estfukyu.jp/ 

 

ロゴマーク 



      

データベースの構成 
項目 内容 

全体 

データベース構築 ・カバーマップ 
・事例整理様式 

システム形態 ・紙ベース体裁 
・Webへの公開 

国内 

ESTモデル事業地域 
（選定年度） 

H16，17年度 ・1,2年目の効果等の整理 
H18年度 （追加予定） 

国内その他 大都市（新施策） 名古屋市，那覇市 
コンパクトシティの理念 （追加予定） 

観光関連 （追加予定） 

海外 

行政立案 
インフラ整備型 

主にBRT都市 ボゴタ(コロンビア)，ソウル(韓国)，ロサン
ゼルス(米国)，オタワ(カナダ)，ブリスベ
ン(豪州) 

総合的な交通事業形態 （追加予定） 
中小都市 ノッティンガム(英国)，ブルゴス(スペイン) 

企業主体（全国規模チェーンなど） （追加予定） 



 ESTデータベース作成地域（国内） 
11地域 
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 6地域 
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 ESTデータベース作成地域（海外） 
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事例整理様式 
項目 

地域概要 対象国，都道府県，市町村 
地域概要：人口，面積 
交通特性：交通手段分担率 

取り組み タイトル：特徴を示す表題 
概要：4～5行程度の概要 
上位計画での位置付け：環境計画や総合交通計画での記載の有無，対
象年次，目標値 
EST事業に係る目標値：概算排出量 

取組手法：実施施策の一覧表と個別取組の施策 

効果 実施の効果 
効果検証手法の特徴：速度変化の把握方法，温室効果ガスの算出方法 

評価 他都市導入のための留意点 
連絡先 担当部署名，連絡方法 



      
今後の課題 

• 日本版ＥＳＴの検討 
– 国交省モデル事業のメニューは十分か 
– 土地利用等のより長期的なメニューの導入は 

• CO2削減効果算定手法の検討 
– どれだけ精緻な測定が可能か，必要か 
– 地方自治体等の主体が自ら算定できるか 

• EST全体としての評価方法、指標 
– CO2だけでは無い 

• ビジョンの示し方 
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